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ITシステム基盤移行におけるデー
タ移行設計
―データ移行方法の選択プロセスと実践―

†1 日本アイ・ビー・エム（株）　　　　　　

ITシステム基盤の刷新には必ずデータ移行を伴う．このデータ移行は，選択する方法によって業務停止を伴うなどの影響

があり，ビジネスと技術的な要求を十分に考慮して決定する必要がある．本稿では，選択要素として，データ転送方法・デー

タ転送単位・データ転送階層を考え，移行に求められる要求から移行方法を順次絞り込む方法を提案し，本方法を実践し

た事例を報告する．提案した方法は，要求事項を整理し，最も重要な選択要素であるデータ転送方法から，データ転送単位，

データ転送階層を順次検討し，移行方法を絞り込むことを可能とする．事例における実践では，3つの ITシステム基盤移

行プロジェクトにおける適用結果を通して，実行可能性と有効性を検証した．

劉 功義 †1　小松 貴英 †1　青山 真巳 †1

1．はじめに

2014年9月の IDC調査[1]によると，「2018年のプライ

ベートクラウド市場規模は2013年比3.7倍の1兆6,026億

円」と予想されており，さらなる拡大をみせている．こ

うしたクラウド環境への移行のように，ITシステム基

盤を旧環境から新環境に刷新する際には，すでに稼働し

ている業務システムとそのデータの移行を伴う．一方

で仮想化技術が発展した今日では，ハードウェアやOS

（Operating System）を仮想化することで，ITシステム基

盤の更改時に，アプリケーションの移植やデータの変換

を必要としない移行が可能となってきている．このよう

な ITシステム基盤の移行におけるデータ移行方法の選

択が，企業のビジネス損失を最小化させるための重要な

検討事項となる．

こうしたデータ移行方法は，既存で稼働している IT

システム基盤，新規に構築する基盤，そしてそれらの基

盤が提供する機能で実現される．その転送方法や移行単

位について，お客様業務の停止可能時間など，ビジネス

や技術的な要求を十分考慮した上で採用する手段を検討

する必要がある．また，決定したデータ移行方法は，移

行後の運用でデータコピーやバックアップ方法として利

用されることもあり，移行後の運用についての要求も考

慮する必要がある．

従来でもデータ移行の重要性[2]からさまざまな取り
組みが検討されてきた．例として，Matthes，Schulz，

Hallerらは，データ移行のプロセスモデルを整理してい

る[3]．しかしながら，データベースに限定した議論であり,

移行方法の選択方法については ,リスク軽減の観点でのみ

触れるにとどまっている．Morrisはデータ移行戦略の立

案方法を整理し，活用方法を述べている[2]．しかしな
がら，移行方法の選択を含む移行設計については抽象度

が高く，実行可能な移行方法を選択するプロセスまでは

議論されていない．またLussem，Harrachは，データ移

行の検討エリアを整理し，TOGAF®☆1のADM（Architec-

ture Development Method）を活用したデータ移行プロジ

ェクトの標準的な進め方を整理し，移行方法の選択に必

要となる要求について議論した[4]．しかしながら，そ
れぞれの要求を考えたうえで，複数考えられる移行方法

から実行方法を選択する具体的な方法には至っていな

い．以上のように，Morris[2]やLussem，Hurrach[4]の既
存の提案では，移行方法の選択を検討する方法について

は議論されていない．

そこで本稿では，データ移行方法検討の中で，要求か

ら順序だてて具体的に移行方法を選択するためのプロセ

スを提案し，事例を通して検証した結果を報告する．そ

のために，まず第2章では，データ移行方法の選択要素，

評価方法を定義し，データ移行方法選択プロセスを提案

する．次に第3章で，実践した3つの事例を取り上げて，

有効性と実行可能性の検証結果を報告する．

☆1 The Open Groupの登録商標です．

一般
投稿論文
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2．データ移行方法選択プロセスの提案

2.1　データ移行方法の選択要素の定義
移行方法の決定においては，システムを構成するOSな

どのシステムデータや業務データをどのように移行するか

を設計する必要がある．その設計要素としては，「データ

転送方法」，「データ転送単位」，「データ転送階層」の3つ

の要素を本稿では定義する．これらの3つの要素は，互い

に独立の関係ではなく，1つの要素を選択することによっ

てほかの要素の選択が絞られるという従属の関係にある．

それぞれの要素について順に説明する．

要素の1つ目の「データ転送方法」とは，既存環境の

データを異なる拠点に移動させるための方法を意味す

る．この「データ転送方法」は，災害時の業務継続性の

観点と類似する[5]．ただし，移行においては業務停止
が必ず発生する点，業務停止の時間に作業失敗時の切り

戻しを含める点，さらに物理搬送を最終階層とした点に

違いがある．「データ転送方法」は，大分類として新環

境と旧環境を同時に稼働させる新旧同時稼働，新旧切り

替え，バックアップ・リストア，物理搬送の4分類とした．

4分類は，さらに9つの小分類に分割した（表1）．

表1の分類は，Tier9からTier1まで業務停止時間の短

さの順番で並べている．ここで，旧環境から新環境へ切

り替えるために旧環境を停止した後のデータ転送の前

処理に要する時間をTp，データ転送に要する時間をTt，

転送後に新環境でサービス提供を開始するための後処理

に要する時間をTaとする．新旧の環境切り替えにかか

る時間，つまり業務停止時間Tは(1)式とする．
　T= Tp +Tt +Ta   　　　　(1)
なお移行には移行作業当日以外に要する環境の構築等

の時間，業務停止を伴わない当日作業の時間は含めない．

表1の説明欄に，Tを見積るための時間Tp ，Tt ，Taの

該当する作業や見積要素を記述する．

要素の 2つ目の「データ転送単位」は，データのグ

ルーピングの階層を意味する（図1）．この「データ転

送単位」を5つに分類した．まず環境全体を1回で移行

する環境単位，次に生産管理システムといった業務シ

ステム単位である．

さらに，システム単位から詳細にすると，Webサーバ

といったサーバ単位，サーバが使用するボリューム単位，

さらにボリューム内のファイル単位に区分した．

要素の3つ目の「データ転送階層」は，データの移行

を実施するシステム階層を意味する．「データ転送階層」

は，そのシステムを構成するシステム階層に準じる．た

とえば OSを仮想化している環境では，アプリケーショ

ン，ミドルウェア，仮想OS，ハイパーバイザ，ストレー

ジといった階層が挙げられる（図2）．たとえば要素2の

「データ転送単位」でボリューム単位での移行とした場合

でも，仮想マシンで論理ボリュームとして移動するのか，

ハイパーバイザで仮想ディスクファイルとして移動する

表 1　データ転送方法
大分類 小分類 段階 説明

新旧同時稼働 サイトミラー Tier9 新旧環境はアプリケーションレベルで同期，稼働状態にあり，旧環境の停止のみでサー
ビス停止なく移行を完了．T= Tp =Tt =Ta=0

新旧切り替え

ストレージミラー Tier8

新旧環境はデータのみ同期しており，新環境のアプリケーションは停止状態にある．旧
環境の停止 (Tp)，データの最終同期 (Tt)，新環境の起動 (Ta) によって移行を完了．Tt

は同期ミラーで 0であり，非同期ミラーでは最終同期からの更新量と回線帯域等による
転送速度で算出．機能に応じて更新量にはデータ圧縮効率を考慮．

ソフトウェアミラー Tier7 上記を OSやソフトウェアの機能にて実装

ディスクコピー Tier6 旧環境を停止後に，ネットワーク経由でデータを全量同期する．Tier8と Tp，Taは同様．
Tt は更新量ではなく全量．

バックアップ・
リストア

バックアップサーバ
間複製 Tier5

新旧環境のバックアップサーバのバックアップデータを同期／非同期で複製．旧環境を
停止して最終バックアップを取得し (Tp)，ネットワーク転送 (Tt)，新環境へのリストア
と起動 (Ta) することで移行を完了．バックアップ取得時間は過去の更新量と転送速度
の実績から見積もる．

仮想バックアップ
メディアの電子搬送 Tier4

新旧環境のバックアップサーバのバックアップデバイス間でデータをネットワーク転
送．旧環境停止，最終バックアップ取得，メディアのアンマウント (Tp)，ネットワーク
転送 (Tt)，新環境にメディアをマウント，リストア，起動 (Ta) により移行を完了．機
器により Tier5の方式より転送データ削減機能に優れている場合がある．

物理媒体による
データリストア Tier3

旧環境でテープカートリッジなどの物理媒体に取得した最終のデータバックアップを物
理搬送，新環境にリストアする．Tier4と比較してTp，Taにおける物理的なアンマウント，
マウント，メディア梱包が必要となり，Ttは物理距離と物理的な移動速度で算出する．

物理媒体による
システムリストア Tier2

旧環境で物理媒体に取得した最終データが含まれたシステムバックアップを搬送し，新
環境にシステムをリストアする．最終バックアップ取得時間とリストア時間はシステム
を含めた全量で算出する．

物理搬送 物理搬送 Tier1 旧環境から新環境へ物理的に機器を拠点間搬送することにより移行する．旧環境の停止
と梱包 (Tp)，輸送 (Tt)，開梱 (Ta) と接続，起動によって移行を完了する．
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のか，ストレージから論理ディスクとして移動するの

か，といったように実装する階層ごとに移行方法が存在

する．

 

2.2　データ移行方法の評価
移行方法は，ステークホルダからのビジネス，技術

双方の観点での要求の充足により評価する．要求の

例を表2に挙げる．表 2ではBusiness Analysis Body Of 

Knowledge®(BABOK®)☆ 2の要求の分類に対応する ITシ

ステム基盤移行における要求例を整理した[6]．ここで
のビジネス要求はデータ移行方法を選択するためのビ

ジネスニーズや目標，ステークホルダ要求はビジネス

要求を達成するためのステークホルダからの要求，そ

してソリューション要求はデータ移行方法が持つべき

能力を表す．また移行要求は，データ移行方法を実装

するための要求を表す．

☆2 International Institute of Business Analysisの登録商標です．

2.3　データ移行方法選択プロセスの提案
前節までに整理した移行方法の選択要素と評価の関係

を整理する．移行方法を概念モデルとして図3で表現し

た．移行方法は，3つの選択要素の集約として決定する．

選択要素は，互いにいずれかの指定により他の要素の選

択肢を制限する関係にある．ただし「データ転送方法」

の決定による制限が大きい．それぞれの選択要素は要求

事項により決定する．特に移行で重要視する業務停止可

能時間やコストといったビジネス要求，ステークホルダ

要求を，まず「データ転送方法」選択の要因と考えた．

次に主としてソリューション要求が，「データ転送単位」

や「データ転送階層」の選択の要因とした．

移行方法の概念モデルは，「データ転送方法」が設計

上の重要なポイントとなり，他の要素を制限することを

明示している．これらの要素間の関係性から，移行方法

を選択するプロセスを図4で表現した．

図4のプロセスでは，まず要求事項の優先順位を明ら

かにし，「データ転送方法」を絞り込む．このときの「デ

ータ転送方法」の絞込みには，業務停止可能時間の要求

を用いて，表1の「データ転送方法」からTierの範囲を

図 1　データ転送単位

環境

システム

サーバ

ボリューム

ファイル

ハイパーバイザ

仮想OS

ミドルウェア

アプリケーション

ストレージ

図 2　データ転送階層の例

表 2　データ移行における要求例
分類 要求例

ビジネス要求

業務停止可能時間
業務停止可能回数
データ移行に要するコスト
既存業務への影響度合い
法律，標準の遵守
データ保護の必要性

ステークホルダ要求
作業の複雑性
作業の所要時間
作業連携や作業分担の複雑性

ソリューション要求

移行実施単位
フォールバックの容易さ
回線速度と移行パフォーマンス
新旧環境機器間のデータ移行連携可否

移行要求 現行構成に対する変更の有無

移行方法

データ
転送方法

データ
転送単位

データ
転送階層

集約

制約

制
約

要求事項・制約
決定 決定 決定

図 3　データ移行方法の概念モデル
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絞る．次に，絞り込まれたTierを実現する移行方法を構

成する具体的な製品と製品機能を整理する．この整理に

は「データ転送方法」と「データ転送単位」を組み合わ

せたワークシートを使用すると移行方法案の列挙が容易

になる（表3）．次に各Tierの移行方法ごとに，要求に

対する評価を整理する．最後に，整理した移行方法の評

価から，要求の充足を比較し，移行方法を決定する．

以上のように，具体的に整理された移行方法の選択プ

ロセスを使用することで，系統立てた移行方法の検討

を可能とした．たとえば，一般的な仮想化環境は本稿

で定義した5種類の「データ転送単位」と5種類の「デ

ータ転送階層」に区分でき，「データ転送方法」も9種

類すべてが存在し得る．そのため，単純計算で9×5×

5=225種類の「データ移行方法」がある．さらに225種

類の「データ移行方法」には実装可能な技術・製品が複

数存在し，検討すべき「データ移行方法」を実装する組

合せは数百となり，すべてを比較・検討することは難し

く，選択のミス，あるいは大きな工数をかけてしまうと

いった可能性がある．提案したデータ移行方法の選択プ

ロセスを使用することで，初期のデータ転送方法の絞込

みで最大1/9にまで候補を削減し，その後の「データ転

送単位」，「データ転送階層」の検討も，網羅的かつ論理

的に検討を進めることを可能とする．具体的なプロセス

の進め方とワークシートの使用方法は，次章の実践事例

を通して説明する．

 

3．データ移行設計の実践事例

データ移行方法選択プロセスに従ったデータ移行を

3件のプロジェクトで実践し，実行可能性と有効性を

確認した結果を報告する．また事例を通して，具体的

なプロセスの進め方と，使用するワークシートを説明

する．

なお事例 1，2は表 1の大分類における新旧切り替え

の事例，事例3はバックアップ・リストアの事例である．

また「データ転送階層」として，事例1はストレージ，

事例2，3はOSでの移行であった．それぞれの検討で「デ

ータ転送方法」のすべてのTier，および「データ転送

単位」，「データ転送階層」に対する候補の絞込みを実

施した．

3.1　事例 1：サービス間でのデータ移行
1つ目の事例は，A社が提供するインフラストラクチ

ャ基盤サービスを，新規に構築した企業内クラウドサー

ビスへ移行するプロジェクトであった．移行先の環境で

は，異機種複数のストレージ装置を単一ストレージとし

て利用することができるストレージ仮想化装置を使用し

ており，移行元の環境にもストレージ仮想化装置が存

在した．規模は，バックアップを除くデータ容量が約

6TB，事業継続に重要な10システムの移行であった．業

務データ部分に対して実施した移行方法の検討を，図4

に示したデータ移行方法選択プロセスに従い説明する．

3.1.1　要求事項の優先順位付け

ステークホルダへのヒアリングから，要求事項を識別

し，優先順位を評価した（表4）．なおビジネス要求は

ステークホルダ要求，ソリューション要求，移行要求に

展開するが，ここではステークホルダからの主要な要求

事項のみを扱う．

3.1.2　データ転送方法の絞込み

要求のなかで最も優先順位の高い業務停止可能時間に

図 4　データ移行方法選択プロセス

要求事項の優先順位づけ

開始

移行方法案の検討
単位の検討 階層の検討

移行方法案の比較

移行方法の決定

終了

データ転送方法の絞込み

表 3　移行方法検討のためのワークシート（一部抜粋）

データ転送方式 Tier 移行方法

新旧
同時稼働 サイトミラー 9

新旧
切り替え

ストレージ
ミラー 8

ソフトウェア
ミラー 7

物理搬送 物理搬送 1

データ転送単位 ファイル ボリューム 環境
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基づきTierの範囲を絞り込んだ結果，2日間の業務停止

可能時間を満たす「データ転送方法」は，正副切り替え

もしくは同時稼働により停止時間をきわめて短くするこ

とが可能なTier9～ 6であった．

3.1.3　移行方法案の検討

移行方法案の検討では，まず「データ転送単位」につ

いて検討した．既存業務への影響度合い，業務停止可能

回数から，システム単位の移行とした．システム単位の

移行では，システム間連携をどの程度考慮するべきかを

検討する必要がある．対象とした環境では，各システム

は独立していたため，移行作業が他システムの既存業務

へ影響を与える可能性はなかった．ただし，システムは

複数台のサーバで構成されており，同一システム内での

サーバ間で，移行時の整合性確保に注意が必要であった．

次に，移行機能を実装する階層の検討を行った．デー

タ移行に要するコストの要求から，移行のための投資が

難しく，既存機器の機能を利用する必要があったため，

コピー機能を持つソフトウェアやハードウェアの新規導

入は不可能であった．このため，既存機器のストレージ

仮想化装置もしくはOSの機能を利用することにしたが，

Tier9，6に該当する移行方法は存在しないため，これら

は除外した．

これらの検討結果で絞り込んだTier8，7に対応する具

体的な移行方法案を，表5に列挙した．表5は「データ

転送方法」に対して，「データ転送単位」ごとに方法が

列挙されている．表5では，ストレージ仮想化装置が提

供する非同期遠隔コピー機能は，ボリュームからシステ

ム単位での転送を実現することを示している．

3.1.4　移行方法案の比較と決定

表5に示した各移行方法案について，移行方法案比較

シートを用い，3.1.1で整理した要求に基づいて評価を

行った（表6）．

列挙した移行方法案において rsyncとnfsコピーの2つ

の方法については，データ転送効率が低く，移行作業を

2日間に収めることにはリスクがあるため，ビジネス要

求において不十分と判断した．一方，ストレージ仮想化

装置の非同期遠隔コピー機能を使用する場合，既存機器

のSANルータの圧縮機能を用いてデータ転送を行うこ

とが可能であり，1回あたりの作業につき2日間以内の

停止時間とすることが可能であり，リスクが低いと判断

し，移行方法として採用した．

3.2　事例 2：ファイルサーバ統合
2つ目の事例は，複数拠点に点在するファイルサーバ

群を，一拠点の企業内クラウドサービスに移行したプロ

ジェクトであった．

移行元環境は全国複数拠点に設置された物理サーバ上

の仮想化されていないファイルサーバであった．各ファ

イルサーバはOS，バックアップソフト，バックアップ

メディアが統一されておらず，ファイルサーバとしての

整理および統合もクラウドサービスへの移行の中で行わ

れる計画となっていた．

移行先のプライベートクラウドは仮想化環境で，スト

レージ仮想化装置をデータストアとして使用しており，

移行元の環境とは1Gbpsのネットワークで接続されてい

た．移行元のデータ容量は合計31TB，移行先のサーバ

は2台の仮想サーバであった．次節より移行方法の検討

を順に説明する．

3.2.1　要求事項の優先順位付け

ヒアリング調査を通じて，要求事項の優先順位を評価

した（表7）．表7では要求のカテゴリーごとに上から優

先順位の高い順に要求を並べている．最も優先順位が高

い要求は，データ移行作業所要時間（業務停止可能時間）

で，移行時に許容された停止時間はフォールバックを含

め土日の2日間であった．また，複数のファイルサーバ

表 4　整理した要求事項

ビジネス要求

移行のための業務停止時間はフォールバッ
クを含め土日の 2日間に収まること
（業務停止可能時間）
追加投資を必要としないこと
（データ移行に要するコスト）
移行作業対象外の業務影響がないこと
（既存業務への影響度合い）

ステークホルダ要求 複数回での移行作業の実施は許容
（業務停止可能回数）

移行要求 現行構成には極力変更を実施しない

表 5　Tierに対応する移行方法案

データ転送方式 Tier 移行方法

新旧
切り替え

ストレージ
ミラー 8

ソフトウェア
ミラー 7

データ転送単位 ファイル ボリュ
ーム サーバ システム

Global Mirror

rsync

nfsコピー

表 6　移行方法の評価

移行方法 ビジネス
要求

ステーク
ホルダ
要求

ソリュー
ション
要求

移行要求

非同期遠隔
コピー機能 ○ ○ － ○

rsync △ ○ － ○
nfsコピー △ ○ － ○
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を整理・統合する観点から，フォルダ単位での移行を可

能とする必要があった．

3.2.2　データ転送方法の絞込み

まず，要求の中で最も優先順位の高い，業務停止可能

時間に基づきTierの範囲を絞り込んだ．機器搬送および

テープ搬送を伴うTier3～ 1は，2日間ではサービス停

止からバックアップ取得，搬送，リストア，サービス再

開までを完了できない拠点が多いため除外した．次に，

データ移行に要するコストに基づきTierの範囲を絞り込

んだ．移行元環境はバックアップソフトおよびメディア

が統一されておらず，レプリケーションの機能もないた

め， 追加コストが発生するTier5，4は実現不可と判断し

た．Tier9，8は，移行元・先の機器，およびアプリケー

ションで相互のレプリケーション機能の対応を持たない

ため実現不可とした．

3.2.3　移行方法案の検討

絞り込んだ「データ転送方法」のTier7，6に対して移

行方法案を，「データ転送単位」について検討した．移

行対象はファイルサーバのみであり，システム環境全体

の移行は不要であった．そのため「データ転送単位」と

しては，ファイル，ボリューム，サーバを挙げた．これ

らの「データ転送単位」に対して，ハイパーバイザやス

トレージの階層での移行方法はなかったため，仮想OS

以上での移行方法案を列挙した（表8）．

3.2.4　移行方法案の比較と決定

表8で列挙した移行方法案に対して要求事項で比較し

た結果を表9に示す．

Tier7を実現する分散ファイルシステムは，移行元サ

ーバの中にサポートしていないOSバージョンがありバ

ージョンアップを要する点が移行要求を充足しない．物

理サーバで稼働しているOSを仮想サーバへ移行する

「P2Vツール」は，一度ボリュームイメージ単位でコピ

ーした後，ファイルコピーツールでフォルダの再配置

を行う必要があることに対し，「ファイルコピーツール」

の場合，最初からフォルダ配置先を変更してコピーがで

き，ファイルサーバとしての整理および統合ができ，業

務停止時間をより短くすることができるため優位と判断

した．

結論として，ファイルコピーツールを使用したデータ

移行方法を採用した．

3.3　事例 3：クラウドサービスへの移行
3つ目の事例は，自組織のサーバをクラウドサービス

に移行したプロジェクトであった．

移行元環境は複数システムを構成する約150台のサー

バで構成する分散システム環境で，物理サーバ上の仮想

化されていないサーバ，および仮想化されているサーバ

の混在環境であった．移行先は仮想化されたパブリック

クラウドサービスであった．移行先，移行元の環境間は

運用管理のためのネットワークで接続されていたが，デ

ータ移行のためのネットワーク敷設はなかった．次節よ

り，移行方法の検討を順に説明する．

3.3.1　要求事項の優先順位付け

ヒアリング調査を通じて，要求事項の優先順位を評価

した（表10）．最も優先順位が高いビジネス要求は，移

行時のデータ保護で，ネットワーク接続，およびデータ

転送において，通常業務で想定されない接続方式と漏洩

リスクのある大容量のデータ転送は許可されなかった．

また移行作業にかかる時間にも要求があり，移行時に許

容された停止時間はフォールバックを含めて3日間であ

った．また，サーバ単位での移行が可能であることも要

件として挙げられた．

3.3.2　データ転送方法の絞込み

まず，要求の中で最も優先順位の高いデータ保護の必

要性の要求に基づきTierの範囲を絞り込んだ．ネットワ

表 7　整理した要求事項

ビジネス要求

切り替え時の停止時間はフォールバック
を含め土日の 2日間に収まること
（業務停止可能時間）
追加投資を必要としないこと
（データ移行に要するコスト）
移行作業対象外の業務影響がないこと

ステークホルダ要求 複数回での移行作業の実施は許容

ソリューション要求 フォルダ単位で移行対象を制御
（移行実施単位）

移行要求 現行構成には極力変更を実施しない

表 8　Tierに対応する移行方法案

データ転送方式 Tier 移行方法

新旧
切り替え

ソフトウェア
ミラー 7

ディスク
コピー 6

データ転送単位 ファイル ボリューム サーバ

P2Vツール

分散ファイルシステム

ファイルコピーツール

表 9　移行方法の評価

移行方法 ビジネス
要求

ステーク
ホルダ
要求

ソリュー
ション
要求

移行要求

分散ﾌｧｲﾙｼｽﾃﾑ △ ○ ○ ×
ﾌｧｲﾙｺﾋﾟｰﾂｰﾙ ○ ○ ○ ○

P2V ﾂｰﾙ △ ○ △ △
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ーク経由での転送が不可であるため，Tier 9～ 4は除外

した．次にサーバ単位での移行の要求から，物理搬送

を行うTier1は，移行元環境には仮想化されていないサ

ーバも含み，仮想化環境への移行を物理搬送により行

うことは不可能なため，対象外と判断した．業務停止

可能時間は，物理的な距離からTier3とTier2でも要求

を充足した．

3.3.3　移行方法案の検討

絞り込んだ「データ転送方法」のTier3，2に対する移

行方法案を，「データ転送単位」について検討した．「デ

ータ転送単位」の要求はサーバ単位での移行であったた

め，それを可能とするサーバ，ボリューム，ファイルで

の選択肢を列挙した．「データ転送階層」は物理サーバ

が含まれた環境であることから，OSでの移行方法案を

挙げた（表11）．

3.3.4　移行方法案の比較と決定

表11で列挙した移行方法案に対して要求事項で比較

した結果を表12に示す．

Tier3を実現するデータバックアップは，事前に移行

先のクラウドサービス上にOSを構築し，移行時にデー

タリストアを実施する必要があった．そのため，事前作

業，およびリストア後のデータの確認が必要となり，移

行における作業が煩雑となることから，業務停止時間に

対するリスクがあった．一方，Tier2でのシステムバッ

クアップツールでは，事前のOS構築やリストアデータ

の確認は不要であるが，OS種別ごとに移行手順が異な

った．そのため，ステークホルダ要求である「サーバ種

別ごとに移行手順を変えない」を満たせなかった．最後

にP2Vツールを使用した移行であれば，すべてのOSで

同じ移行手順となるため，要求を充足すると判断した．

結論として，P2Vツールを使用した物理媒体搬送による

データ移行方法を採用した．

3.4　事例の考察
ミドルウェアやアプリケーションを問わない環境全体

の移行（事例1），ファイルサーバの統合を伴うOS単位

のデータ移行（事例2），バックアップ・リストアと物

理搬送を伴うクラウドサービスへの移行（事例3）を説

明した．事例1ではTier8の非同期遠隔コピー機能を用

いたストレージミラーを選択し，業務停止時間が2日間，

追加コストを不要とする要求を満たした．環境全体の移

行に対して，他候補としたTier7での実装は業務停止時

間を充足しないリスクが高かった．事例2ではTier7の

ファイルコピーツールを使用したソフトウェアミラーを

採用した．データ再配置を可能とするこの移行方法が，

サーバを統合する目的を満たし，業務停止時間などの要

求を満たした．事例3ではTier2のP2V形式データの物

理メディア搬送の方法を選択した．データ保護の要求か

ら，事例1，2で選択されたネットワーク経由でのデー

タ転送は候補とならず，移行作業標準化の要件も満たす

移行方法を選択した．なお，各事例は選択した移行方法

により成功裏に移行を完了することができた．

各事例では，まず優先順位の高いビジネス要求で「デ

ータ転送方法」のTierを大きく絞り込むことができた．

事例1では移行作業時間の要求でTier9～ 6に，事例2で

は同要求からTier9～ 4となり，さらにコストの要求か

ら選択可能なTierを絞り込んだ．事例1ではハードウェ

アの機能からビジネス要件の充足にリスクが低く，既存

環境の機能を有効活用できるTier8の移行方法を採用し

た．事例2ではTier8を実現する機能がなく，データ配

置を実施する目的から最適なTier7の移行方法を採用し

た．Tier8を実現する機能があったとしても，データ配

表 10　整理した要求事項

ビジネス要求

データ保護に関するガイドラインの遵守
（データ保護の必要性）
切り替え時の停止時間はフォールバック
を含め土日を含む連続した 3日間に収ま
ること（業務停止可能時間）

ステークホルダ要求 サーバ種別ごとに移行手順を変えない
（作業の複雑性）

ソリューション要求 サーバ単位で移行対象を制御
（移行実施単位）

移行要求
既存のネットワーク接続を変更しない
現行構成には最小限の変更のみを実施

表 11　Tierに対応する移行方法案

データ転送方式 Tier 移行方法

バック
アップ・
リストア

物理媒体に
よるデータ
リストア

3

物理媒体に
よるシステム
リストア

2

データ転送単位 ファイル ボリューム サーバ

データバックアップ

システムバックアップツール

P2Vツール

表 12　移行方法の評価

移行方法 ビジネス
要求

ステーク
ホルダ
要求

ソリュー
ション
要求

移行要求

データバック
アップツール △ × △ ○

システムバック
アップツール ○ × ○ ○

P2Vツール ○ ○ ○ ○
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置の事後作業の必要性から優位な移行方法とはならな

い．事例3ではデータ保護の要求によるネットワークの

制約からTier3～ 1に絞ることができた．このように「デ

ータ転送方法」が大きく絞り込まれることにより，それ

を実現する「データ転送単位」，「データ転送階層」の検

討対象も絞り込まれる．さらに移行元，移行先の技術的

な制約を受けて候補となる「データ転送単位」，「データ

転送階層」は限定される．移行方法の評価で網羅的に要

求に対する長所，短所を検討することを容易とした．

4．おわりに

ITシステム基盤を刷新する際のデータ移行方法は，

複数の要求事項への考慮が必要である．本稿では，この

データ移行方法を選択するための要素とその関係性を整

理し，実施すべきプロセスを提案した．また提案した方

法を適用した3件のプロジェクトを報告した．実践した

プロジェクトでは，提案したプロセスにより，要求事項

からの移行方法の絞込みが可能となり，提案した方法の

実行可能性と有効性を検証することができた．事例はス

トレージ，OS，バックアップツールを用いた移行であ

ったが，提案した方法は移行を実現する階層を問わず活

用することができる．今回提案したプロセスにより，確

実なデータ移行を実現する設計をより簡易に進められる

ようになることを期待する．

謝辞　事例プロジェクトをまとめるにあたり多大な協力

をいただいた西田景子氏，またプロジェクトを進めるに

あたりご協力いただいた関係者の皆様に感謝いたします．
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